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要旨 

学校が抱える諸課題を解決に導くためには、学校の自助努力だけでは限界があり、家庭

や地域住民等の幅広い参画と地域資源の活用が必要不可欠である。そこで本研究では、文

部科学省が推進するコミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的な推進に注目し、

学校運営の改善と地域づくりに資する学校経営計画について宮崎県 A町の事例を基に検討

する。本研究は、地域学校協働本部やコミュニティ・スクールとの関係性に関する先行研

究を踏まえながらも、地域学校協働活動の先進事例を「キーパーソン」や地域社会の各種

関連団体の観点から分析する。さらに、同様にコミュニティ・スクールの先進事例から、

それらを構成し機能させている諸要素を抽出する。そして、抽出した諸要素を基に、宮崎

A 町の中学校の現状を把握し、地域学校協働活動とコミュニティ・スクールとの一体化を

視野に入れて、学校経営計画の検討を行う。 

 

１．問題の所在 

 近年、いじめや不登校への対応、特別支援教育の充実、ICT の活用等、学校が抱える課題は

複雑で多岐にわたり、学校内の工夫だけでの課題の解決は困難な状況にある。また、現代社会

においてもグローバル化の進展や日々の技術革新、少子高齢化によって雇用環境や社会構造が

大きく変化し、誰もが経験したことのない社会が目の前に広がる予測困難な時代を迎えている。

その中で、学校が抱える様々な課題を解決に導きながら次代を担う子ども達を育てるためには、

多面的な視点から学校や地域の現状を正確に把握し、学校や家庭、地域住民等の幅広い参画を

得る必要がある。そして、これからの社会で求められる人材像を踏まえた資質・能力や目指す

べき教育のビジョンを共有し、目標の実現に向けて学校と地域が連携・協働しながら取組を推

進していく必要がある。その意味で、地域と学校の両者が寄り添い、子ども達の成長を支える

仕組みを導入することは意義深いと考える。特に、地域においては、人口減少や少子高齢化、

財政難等が大きく影響し、担い手不足やつながりの希薄化といった教育力の低下が顕著に表れ

ている。これらの課題に対して「コミュニティ・スクール」と「地域学校協働活動」を推進す

る体制である「地域学校協働本部」を一体的に推進していくことは、学校の課題や現状の理解

を得ながら、地域の将来を見据えたよりよい学校運営を行うことにつながると考えられる。ま

た、地域全体で子ども達の学びや成長を支え、子ども達が自分達の力で学校や地域を創りあげ

ることで、未来のまちづくりの担い手を育成する側面としても期待される。しかし、現在、コ

 
i）宮崎大学大学院教育学研究科大学院生 
ii）宮崎大学大学院教育学研究科 

宮崎大学教職大学院年報　第 2号 (2022)

12



ミュニティ・スクール及び地域学校協働本部の導入・設置状況は、宮崎県内の中学校 124校の

うち導入校が 66 校(約 53％)、設置校が 63 校(約 51％)となっており、特に地域学校協働本部

は全国平均と比較しても整備率の低さが見られる 1) 2)。また、平成 29年 3月に一部改正された

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の第 47 条の 5 では、教育委員会に対してコミ

ュニティ・スクールの設置努力義務が示されている。これらのことから、今後コミュニティ・

スクール及び地域学校協働本部の絶対数の増加が見込まれるだけでなく、さらに導入や推進に

向けての課題が表出されるとともに、本来の意義や内容が失われた取組が推し進められる危険

性も考えられる。 

 

２．先行研究で到達している点 

佐藤晴雄は、コミュニティ・スクールと地域学校協働本部の関係性について述べている。特

に、コミュニティ・スクールと地域学校協働本部の一体的な推進を行ううえで、学校支援地域

本部（地域学校協働本部）の有無や設置形態から、学校支援地域本部(地域学校協働本部)の有

用性、その中でも連携型がより高い相乗効果があるというコミュニティ・スクールの成果認識

を行っている 3）。熊谷愼之輔ほかは、コミュニティ・スクールと地域学校協働本部の実態を把

握したうえで、運営を類型化し、中央教育審議会答申における地域学校協働本部の必須要素（コ

ーディネート機能の強化・幅広い地域住民による幅広い活動・活動の継続性）から一体的・効

果的な機能を発揮するためには、2 つの組織の独自性及び主体性を発揮する関係、学校支援活

動の「地域主導」への移行、地域学校協働の体制の構築が必要であることを述べている 4）5)。

瀬川和美は、地域学校協働活動を通して生徒への学習支援を行う宮崎市の生目台・田野地域、

延岡市の実態を取り上げ、比較・検討を行う中で重要な諸要素としてキーパーソン、予算根拠、

人的資源、活動場所の 4つを抽出している 6）。その中でも、持続可能な取組に向けて「キーパ

ーソン」の存在が重要であることを示唆している。 

 

３．本論文での課題設定 

3 つの先行研究の問題点として、地域学校協働本部に参画する人々の実態が不明確であるこ

と、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正直後(2017年)のデータ分析であり現

状と乖離している可能性があること、地域学校協働活動としての具体的な取組が示されていな

いこと、学習支援以外の地域学校協働活動における諸要素の有効性の検証が必要なことが挙げ

られる。そこで、本研究においては、先行研究及び国や宮崎県の実態を踏まえ、地域学校協働

活動及びコミュニティ・スクールの先進事例について比較・検討を進める。そのうえで、具体

的に宮崎県 A町におけるコミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進を視野に入

れた中学校の学校経営計画を作成する。 

 

４．調査方法と条件 

まず、地域学校協働活動の先進事例を「キーパーソン」や地域社会の各種関連団体の観点か

ら分析する。次に、コミュニティ・スクールの先進事例を分析し、それらを構成・機能する諸

要素を抽出する。さらに、A町の中学校スタッフ(コミュニティ・スクールの代表者である学校

長、地域学校協働本部の代表者である地域学校協働活動推進本部長)へ半構造化インタビュー

を行う。 
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５．先進事例の比較・分析 

(1) 地域学校協働活動の先進事例の比較・分析 

 まず、令和 2年度の表彰事例集

の分析結果を表 1に示す 7)。地域

学校協働活動を進めるうえでの

「キーパーソン」は、111 事例中

75事例（約 67.6％）が地域学校協

働活動推進員(コーディネータ

ー)であり、元 PTA会長や校長、地

域住民、委嘱等、様々な経験者が

業務に携わっていた。各種関連団

体の観点では、公民館や社会福祉

法人、NPO、幼稚園・保育園・小学校・中学校・高等学校・大学、企業、商工会、行政等、地元

の各種団体を活用し活動を進めていることが分かった。地域学校協働活動の取組としては学校

支援活動の割合が 111事例中 104事例（約 93.7％）と最も高く、地域未来塾のような学習支援

の割合が 111事例中 27事例（約 24.3％）で他の取組と比較すると最も低いことが実態として

表れた。企業や NPO等との連携に関しては、約 56.8％が連携した取組を行っており、ICT機器

の活用については、約 37.8％の利用に留まっている状況となった。 

(2) コミュニティ・スクールの先進事例の比較・分析 

 次に、令和 2年度の推進フォーラム事例発表の分析結果を表 2に示す 8)。事例からコミュニ

ティ・スクールを構成・機能しうる要素として、学校・家庭・地域の役割の明確化、人材の共

有を含めた組織化、事前の打ち合わせや地域学校協働活動推進員の働きかけの重要性、地域資

源を教材化してカリキュラムに組み込むことが挙げられる。 

 

 

 

表 1:表彰事例集の分析結果 

表 2:事例発表における諸要素の抽出 
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(3) 先進事例の分析結果 

 前者からは、地域学校協働活動推進員（コーディネーター）の役割の明確化、各種団体の効

果的な活用の検討、学校支援活動以外の活動の更なる充実、企業や NPO等との連携や ICT機器

の活用については大きな可能性が秘められていることが分かる。後者からは、学校・家庭・地

域の役割の明確化、校内外の組織化の推進、地域学校協働活動推進員（コーディネーター）と

の連携、地域の特色に応じた各学校における独自カリキュラムの作成が効果的な取組の要素と

して表出した。特に、両者に関わる地域学校協働活動推進員（コーディネーター）の存在は、

一体的な推進を進めていくうえで鍵となる。 

 

６．A中学校における学校経営計画の未来構想 

(1) A町・中学校の実態把握 

 宮崎県 A町は、東西 15㎞、南北 10㎞、総面積 102㎢で県の中東部に位置し、西に尾鈴山、

東は日向灘を臨み、西高東低の丘陵性大地による平坦地が広がっている。住みよい気候と明る

く開かれた地形に特徴があり、町土の約 63％は山林に覆われた恵まれた自然を有する町である。

ふるさと納税は全国でも上位の寄付額を誇り、人口は約 10000人で年々減少傾向である。教育

機関に幼稚園 1園、小学校 4校(分校含む)、中学校 1校がある。高等学校の閉校によって中学

校への期待が高まっている。県内の中でも第 1次産業を占める割合が高く、JR九州や宮崎交通

バス、ICが近くにある交通の要所となっている 9)。A町の概念図を図 1に示す。 

 
 

A中学校は 1947年に開校し、令和 3年度は生徒数 228名の 10学級(特別支援学級含む)、職

員数 35名(スタッフ含む)の学校規模であり、就学生徒は年々減少傾向にある。A町民は A神社

の大祭に力を注ぎ、コロナ禍以前は学校行事としての中学生の参加も含め、賑わいを見せてい

た。A町において知・徳・体の調和のとれた人材育成を行ううえで、コミュニティ・スクールや

地域学校協働本部は重要な位置付けにある。 

(2) 半構造化インタビュー調査 

 学校長及び地域学校協働活動推進本部長へ令和 3年 10月 28日（木）13：30～15：10に A町

中学校の校長室にて、18の質問を基に半構造化インタビューを行った。質問項目については表

図 1:宮崎県 A町(概念図)筆者作成 
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3に示す。 

 

 
以下は質問項目（以降、「項目」と略記）に対する回答である。項目(1)は、コミュニティ・

スクールが平成 29 年 3 月に一部改正された「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第

47条の 5で努力義務化がなされたことで 2020年度設置された。地域学校協働本部は、前身で

ある学校支援地域本部は設置されていたものの、取組の不十分さからの脱却及び地域学校協働

活動を進めていくための核としての枠組作りを意図に 2021 年度設置されたようである。小学

校においては、動きはじめたばかりであるが、地域との連携が強く、中学校においては、キャ

リア教育や総合的な学習の時間を中心に取り組みが進められ、他地域と比較して、金銭的な面

も含め、地域学校協働本部の本部長自体が役職として独立していることが強みであるとのこと

だった。項目(2)は表 4に示す。 

 

 

第 2回参加者は、運営協議会委員が 13名、教育委員会関係職員が 4名、中学校関係職員が 6

表 3:質問項目 

表 4:第 2回 学校運営協議会参加者

Ｙ 
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名であった。特徴は、⑤や⑲が所属する民間企業が大きな役割を果たしていること、⑳～㉔の

ように学校長以外の教職員の関わりがあることが挙げられる。項目(3)は表 5に示す。 

 

 

地域学校協働活動推進員 1名は小学校のコーディネート業務に全面的に携わっているため、

中学校においては⑲の地域コーディネーターや⑦の本部長の関与が鍵となっている。項目(4)

は、決議の権限は⑬の校長がもち、議題の選定役を⑬の校長及び⑦の本部長が担っている。会

の進行は①の会長が行い、意志決定は全体会による熟議によって図られている。項目(5)は表 6

に示す。 

 

 
学校運営協議会に学校長、地域学校協働本部会議に教頭が参画する形で一体的な推進を目指

している。今後、組織を系統的に揃え PTAとの連動も模索中のようである。項目(6)は、両者は

対等な立場であるとともに地域と連携協働するために必要不可欠な存在であった。工夫点は⑦

の本部長が両者の会議に参加をしていることであり、話し合いでの内容の重複が多いことを述

べていた。項目(7)は、キャリア教育を中心とし、町内受け入れ事業所 30社の関係者及び年間

テーマに応じて各学年 3名が参加しているようである。項目(8)は、コミュニティ・スクールと

しては学校教育活動を支援してもらえること、地域学校協働本部としては地域の活性化及び町

の良さの理解、校長の異動の際にも同様に運営の継続が可能であるといったことが挙げられた。

両者のメリットから貸し借りの関係性ではないことが読み取れる。項目(9)は、町民や PTA等に

活動を広げる手段や開催時間の設定に課題意識があった。特に、権限移譲に対しては慎重な姿

勢であった。項目(10)はコミュニティ・スクールと地域学校協働本部、家庭教育サポートチー

ム、キャリア教育支援センターの 4つを連動させて活動を捉えており、キャリア教育に力を入

れるうえでキャリア教育支援センターの存在は大きい。項目(11)は職場体験活動のような具体

的な活動の中に意図的に企画されている。項目(12)は、キャリア教育の中でも総合的な学習の

時間を中心に計画が進められている。項目(13)は、地域学校協働本部においては学校教員側が、

コミュニティ・スクールにおいては民間企業やケースに応じて異なる傾向がある。項目(14)は

キャリア教育支援センターが担っている。項目(15)はキャリア教育支援センターの体制として

事務局を A未来まちづくり推進機構、コーディネーター業務を株式会社 Iに委託し、センター

長を教育対策監に委嘱している。このことから A町での「キーパーソン」は地域学校協働活動

推進本部長、キャリア教育支援センター長、教育対策監の肩書きをもつ Nであることが指摘で

きる。項目(16)は、両者ともに年間 4回行われる。項目(17)は、実際の学校教育活動の支援状

況及び子ども達の変化を実感しているようである。項目(18)は両会議の話の重複の点から共に

表 5:学校運営協議会開催及び内容 

表 6:CS委員以外の属性や役割 
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協議する場の設定を行いたいようである。また、キャリア教育の名称をまちづくり支援教育に

変えることで、地元に誇る企業についての子ども達の学びを、地域も一体となった学びにつな

げていきたいようであった。このことから、A 町の小さな規模を逆手に中学校のキャリア教育

を町全体に広げるねらいがあることが明らかになった。 

(3) 独自カリキュラムについて 

令和 3年度の総合的な

学習の時間の全体計画イ

メージを図 2に示す。「A

を知り、地域を動かし、

自分を伸ばすふるさと学

習」・「SUN学」をコンセ

プトに、探究的な見方・

考え方を働かせ、自分や

地域の人、もの、デジタ

ルを活かした総合的な学

習を通して、目的や根拠

を明らかにしながら課題

を解決し、自己の生き方を考えることができるようにするという方向で進められている。令和

3年度の年間活動計画の実際を表 7に示す。 

 

 

年間活動計画の中で大きく 2 点が刷新された。まず「A 未来学」は、総合的な学習の時間の

核の役割及び他の活動との関連性を意識し、年間 15時間、全学年が取り組むものである。実際

の 15時間の使い方については、表 8の通り。 

SDGs の視点から地域課題当事者を招いて課

題を聞き解決のために必要な視点を収集する

「自分で考え対話する」、解決のアイデアを出

す練習及び実現に向けた議論を行う「自分で動

きを起こす」、実際に挑戦し取組を町内に発信

及び共感を得る「まちに動きを起こす」という

流れで活動を進める。学年共通の枠組の構築に

より担当者の変更にも対応できる形を模索した。学年ごとの年間テーマは、表 9の通り。 

次に「Aワク」は、A町で働くことにワクワクする職場体験学習のことであり、職場体験学習

だけでなく A町の魅力的な事業所や経営者の存在に触れることで、地元で働く将来の選択肢に

表 7:令和 3年度の総合的な学習の時間（年間活動計画）筆者作成 

表 8:A未来学（15時間）活動の流れ 

表 9:各学年の年間テーマ 

図 2:全体計画イメージ図 
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気付いてもらう

取組である。こ

れまで A 町内の

事業所の少な

さ、事業所の人

手不足、学校の

事業所選定の多

忙感、生徒が仕

事を知る方法の

欠如、一部の生

徒の不満等の課題があったが、受け入れ事業所の募集強化や事業所との体験企画等により課題

の解決を図っている。事業所側も町内外に自社の経営理念やビジョンを伝え、認知度の向上に

つながるといった双方にとってプラスの関係性がある。 

(4) A中学校における学校経営計画の未来構想 

 令和 3年度の学校経営計画の「これからの社会に通用する中学生の育成」に注目し、図 3を

作成した。三本柱である学びの定着、生徒指導、キャリア教育に焦点を当て、まず、学びの定

着に関しては、学習支援である地域未来塾を設立し連携していくことが必要だと思われる。そ

の際、地域学校協働活動推進員を活用し豊富な財源や学習ボランティアに協力を仰ぎながら、

多世代交流拠点施設として整備される A高等学校跡地の有効利用が考えられる。また、読みき

かせや学習指導等、自己肯定感を高められる場を設定し、中学生が小学生に関わる機会を意図

的に作ることが必要だと思われる。次に、生徒指導においては、子ども食堂(ボランティア団体)

との連携を図り、現在の月 1回から週 1回開催できる体制の構築によって、子どもの居場所づ

くりにもつながると考える。最後に、A 未来学の核の 15 時間は株式会社 I が中心に進めるの

で、それ以外の総合的な学習の時間における学校主体での A未来学への関連性をもたせた取組

を行う必要があると考える。3 つの経営計画を相互に作用させることで、これからの社会に通

用する中学生の育成が図られると考える。 

 

 図 3:未来構想(学校経営計画)筆者作成 

表 9:各学年の年間テーマ 
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７．まとめ 

 本研究を通して、コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進を視野に入れた

学校経営計画を作るためには、まず経済構造など経済社会に注目する必要がある。ふるさと納

税等、豊富な財源の恩恵が大きいのではないかと考える。また、A 町が県庁所在地と企業町の

通過地点であるという地理的要因は、人的資源不足への早急な対応を可能にするものだと思わ

れる。さらに祭祀集団と学校との関わりに特色がある。総合的な学習の時間において祭りが以

前から全体計画に組み込まれていることからも、先進地域の模倣に留まるのではなく地域特性

への考慮が重要であることを示していると言える。そして地域既存の人的、物的資源を活用し

た独自カリキュラムの開発とそれらを実現しうるセンター機能を備えた部署の設置が必要であ

ると考える。本研究での事例は、宮崎県における今後の人口増減率によって町全体が校区とな

る 1町 1中のモデルとして捉えてよいと考える 10)。なぜなら、少子化による児童生徒数の確保

の困難さを背景とした学校統廃合においては高等学校もその対象であり、高等学校が廃校した

市町村では中学校が地域の期待を背負う状況が生まれつつあるからである。今後の課題として

は、教員の人事異動による事業の継続性の問題が挙げられる。特に、キーパーソンとなる人物

の異動による影響は極めて大きく、担当者の外部化等の仕組みづくりも含め検討していく必要

があると考える。 
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